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●かわる障害者（児）の支援制度

平成18年４月、障害者自立支援法が施行されます

介護給付
●居宅介護（ホームヘルプ）
●重度訪問介護
●行動援護
●重度障害者等包括支援
●児童デイサービス
●短期入所（ショートステイ）
●療養介護
●生活介護
●施設入所支援
●共同生活介護（ケアホーム）

自立支援給付
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訓練等給付
●自立訓練
●就労移行支援
●就労継続支援
●共同生活援助（グループホーム）

自立支援医療
●(旧)更生医療
●(旧)育成医療※
●(旧)精神通院公費※
※実施主体は都道府県など

補装具

地域生活支援事業

●相談支援
（関係機関との連絡調整、権利擁護）
●コミュニケーション支援
（手話通訳派遣など）
●日常生活用具の給付または貸与
●移動支援

●地域活動支援センター
（創作的活動、生産活動の機会提供、社会との交流促進など）
●福祉ホーム
●居住支援
●その他の日常生活または社会生活支援

●専門性の高い相談支援　●広域的な対応が必要な事業　●人材育成　など

市町村

都道府県

支援

◆障害に係る公費負担医療が自立支援医療に変わります（平成18年４月から）
①対象者
　従来の精神通院医療、育成医療、更生医療の対象となる方と同様の疾病を有する者（一
定所得以上の者を除く）。（対象疾病は従来の対象疾病の範囲どおり）
②給付水準
　自己負担については原則として医療費の１割負担。ただし、世帯の所得水準などに応じ
てひと月当たりの負担に上限額を設定。また、入院時の食費（標準負担額相当）について
は原則自己負担。

生活保護
負担０円

低所得１
負担上限月額
2,500円

低所得２
負担上限月額
5,000円

負担上限月額：医療保険の自己負担限度

育成医療の経過措置(※１)
負担上限月額
10,000円

負担上限月額
40,200円

高額治療継続者(｢重度かつ継続｣)

中間所得層１
負担上限月額
5,000円

中間所得層２
負担上限月額
10,000円

一定所得以上
(重継)(※１)
負担上限月額
20,000円

一定所得以上
公費負担の
対象外
医療保険の
負担割合・
負担限度額

生活保護世帯 市民税非課税
本人収入が80万円以下

市民税非課税
本人収入が80万円超

市民税(所得割)
２万円未満

市民税(所得割)
２万円以上20万円未満

市民税(所得割)
20万円以上

一定所得以下 中間所得層 一定所得以上

中間所得

※１　育成医療の経過措置および「一定所得以上」かつ「重度かつ継続」の者に対する経過措置は、施行後３年間を経た
　　段階で医療実態などを踏まえて見直す。申請･相談の窓口は中部厚生センター（☎４７２－１２３４）です。

※手続きの相談は、かかりつけの医療機関や市福祉課社会福祉担当です。

◆補装具の制度はこう変わります（平成18年 10月から）
＜補装具費の支給＞
・これまでの現物支給から、補装具費（購入費、修理費）の給付へと変わります。
・利用者負担額については、補装具費の１割となります。ただし、所得などに応じて月
　額負担上限額が設定されます。所得区分については、障害福祉サービスと同様となり
　ます。
・支給決定は、障害者または障害児の保護者からの申請に基づき、市が行います。

申　請
（市）

意見

富山県更生相談所

支給決定
（市）

障害者と
補装具製作
業者による
契約

製作指導・
適合判定

富山県更生相談所

製品引渡し
支払い
障害者は
１割負担
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◆障害児施設は契約方式に変わります（平成18年 10月から）
　障害児施設（知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児
施設）は、措置から契約方式に変わります。
　障害児の保護者は、県に支給申請を行い、支給決定を受けた後、利用する施設と契約を結びます。

※利用の手続き・問合せ先　福祉課社会福祉担当（内線３３１・３３２）

◆障害者自立支援法による、総合的な自立支援システムの
　全体像は、自立支援給付と地域生活支援事業で構成され
　ています
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かわる障害者（児）の支援制度

◆障害福祉サービスの利用者負担の仕組みはこう変わります
（平成18年４月から）

　利用者負担は、所得に着目した応能負担から、サービス量と所得に着
目した負担の仕組み（１割の定率負担と所得に応じた月額上限の設定）
に見直されるとともに、障害種別で異なる食費･光熱水費などの実費負担
も見直され、３障害共通した利用者負担の仕組みとなります。また、定
率負担、実費負担のそれぞれに、低所得の方に配慮した軽減策が講じら
れます。
■月ごとの利用者負担には上限があります
　障害福祉サービスの定率負担は、所得に応じて次の４区分の月額負担
上限額が設定されます。

区　分 世帯の収入状況 月額負担上限額
生活保護 生活保護受給世帯         0 円

低所得１
市民税非課税世帯で、サービスを利用する
ご本人の収入が 80万円以下の方

15,000 円

低所得２

市民税非課税世帯
例３人世帯で障害基礎年金１級受給の場合、
　おおむね 300万円以下の収入
例単身世帯で障害基礎年金以外の収入が、
　おおむね 125万円以下の収入

24,600 円

一　　般 市民税課税世帯 37,200 円

障害のある人々の
自立を支えます

⬇


